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アフリカンアートでCSR!
アフリカンアートTINGATINGAでオリジナル商品やノベルティを
つくりませんか？グローバルな社会活動に手軽に参加できます。

https://www.brains-network.com/service/africa.php

「TINGA TINGA」
について

ティンガティンガは、タンザニア発のアフリカを代表す
るポップアートです。創始者エドワード・サイディ・ティ
ンガティンガの名に由来しており、工房には約100人
のアーティストが所属しています。私たち「一般社団法
人アフリカンアート支援機構」は、このアートを通じて
タンザニアの地場産業を応援し、雇用をつくることを
目的としています。企業や団体により支援のカタチは
さまざまです。ご希望に沿った企画をご提案いたしま
すので、まずはお気軽にご相談ください。

社内外へのCSR広報でお悩みでは
ありませんか？
CSR・環境活動に長年携わる、
当社独自の広報メニューを
ぜひご活用ください。

（現在664社の企業さまがご利用中）

ポップで目をひく

デザイン！

「エコ＆社会活動情報誌」の掲載内容について
掲載内容については、細心の注意を払い制作していますが、万一、
記載内容と実態に著しい差がある場合は、右記までご連絡ください。
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C S R 図 書 館.net で 報 告 書を読 もう！
667社4,231冊の報告書を掲載中！

図書館で

Webで

CSR図書館.netでは、
報告書を全国の図書
館・大学に寄贈して
います。ぜひ、探して
みてください。

Webで報告書を読むなら、CSR図書館.netがおすすめ！
約660社4200冊の報告書が掲載されていて検索機能も充実している
から、読みたいジャンルや気になる言葉で報告書が検索できます。これ
はと思った報告書を、実際に取り寄せることも可能です。『報告書請求』
から、無料で冊子を請求しましょう。

CSRご担当者さま

図書館寄贈
サービス

CSR Web
アンケート
サービス

CSR広報による
効果的な

企業ブランディングを
ご提案

1 2 3

一般社団法人 アフリカンアート支援機構

今すぐ検索！

くわしくは
こちらから



　C
S
R
※
1

と
は
、企
業
の
社
会
的
責
任
の
こ
と
で

す
。企
業
や
団
体
は
、社
会
の
一
員
と
し
て
社
会
的
責

任
を
負
っ
て
お
り
、法
律
や
倫
理
を
遵
守
し
、ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー（
利
害
関
係
者
）の
多
様
な
要
求
に
適
切

な
対
応
を
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　2
0
1
1
年
11
月
、組
織
の
社
会
的
責
任
に
関
す

る
国
際
規
格
I
S
O
2
6
0
0
0
が
発
効
さ
れ
、企

業
統
治
・
人
権
・
労
働
慣
行
・
環
境
・
公
正
な
事
業
慣

行
・
消
費
者
に
関
す
る
課
題
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
及
び

開
発
の
、七
つ
の
中
核
主
題
が
掲
げ
ら
れ
ま
し
た
。

組
織
が
社
会
の
中
で
存
在
し
て
い
く
た
め
の
姿
勢

や
、具
体
的
な
活
動
内
容
は
、毎
年
発
行
さ
れ
る
報

告
書
で
知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

首相官邸 外務省 国連広報センター

　S
D
G
s
※
2

と
は
、
17
の
目
標
と
1
6
9
の
タ
ー

ゲ
ッ
ト
で
構
成
さ
れ
る「
持
続
可
能
な
開
発
目
標
」

の
こ
と
で
す
。

　2
0
1
5
年
9
月
、全
1
9
3
の
国
連
加
盟
国
が
、

よ
り
良
き
将
来
を
実
現
す
る
た
め「
ア
ジ
ェ
ン
ダ

2
0
3
0
」を
採
択
し
ま
し
た
。こ
の
計
画
が

S
D
G
s
で
、世
界
各
国
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
意
見
を

広
く
取
り
入
れ
て
お
り
、全
世
界
が
取
り
組
む
こ
と

で『
誰
も
取
り
残
さ
れ
な
い
』社
会
を
実
現
し
よ
う

と
す
る
壮
大
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
す
。

　対
象
は
主
に
政
府
で
す
が
、 

幅
広
い
分
野
の
企

業
・
団
体
も
巻
き
込
み
、持
続
可
能
な
成
長
を
実
現

す
る
共
通
の
枠
組
み
の
も
と
、目
標
の
達
成
に
向
け

て
活
動
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

　社
会
的
な
問
題
に
対
し
て「
な
ん
と
か
し
た
い
！
」

と
思
っ
た
時
、わ
た
し
た
ち
は
ど
う
す
れ
ば
よ
い

で
し
ょ
う
か
。
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
や
、N
P
O
・

N
G
O
団
体
に
参
加
す
る
と
い
う
方
法
も
あ
り
ま

す
が
、実
は
も
っ
と
簡
単
な
方
法
が
あ
り
ま
す
。そ

れ
は
、企
業
・
団
体
の
C
S
R
活
動
を
応
援
す
る
こ

と
で
す
。

　「
応
援
し
た
い
」と
思
う
企
業
の
商
品
を
積
極
的

に
購
入
す
る
、企
業
・
団
体
の
社
会
活
動
に
対
し
て

意
見
・
感
想
を
伝
え
る
、な
ど
の
方
法
が
あ
り
ま
す
。

一
見
些
細
な
こ
と
に
感
じ
ら
れ
ま
す
が
、そ
れ
が

社
会
を
変
え
る
一
歩
と
な
り
ま
す
。生
活
者
の
声

が
集
ま
れ
ば
集
ま
る
ほ
ど
大
き
な
力
と
な
り
、身

近
な
環
境
問
題
・
社
会
問
題
を
解
決
す
る
手
立
て

と
な
る
の
で
す
。

　い
ま
や
地
球
の
脅
威
と
な
っ
て
い
る
環
境
問
題

や
、日
本
は
も
ち
ろ
ん
、世
界
中
で
発
生
し
て
い
る

社
会
的
問
題
。そ
れ
ら
を
解
決
す
る
カ
ギ
が
、企
業
・

団
体
の
社
会
的
活
動（
C
S
R
）に
あ
り
ま
す
。

　企
業
・
団
体
は
、長
い
目
で
み
れ
ば
、社
会
的
な
評

価
な
し
に
利
益
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
ず
、サ
ス
テ

ナ
ブ
ル（
持
続
可
能
）な
存
在
た
り
え
ま
せ
ん
。極
論

で
す
が
、企
業
が
な
く
な
っ
て
も
社
会
は
な
く
な
ら

な
い
の
で
す
。故
に
、企
業
価
値
を
高
め
、社
会
の
一

員
と
し
て
の
責
任
を
果
た
し
、生
活
者
に
支
持
さ
れ

社
会
に
認
め
ら
れ
る
こ
と
が
必
要
な
の
で
す
。

　そ
う
し
た
一
連
の
活
動
に
よ
り
社
会
的
評
価
が

上
が
る
こ
と
で
、主
力
事
業
に
よ
る
安
定
的
な
収
益

の
確
保
や
、投
資
や
融
資
な
ど
に
よ
る
資
金
調
達
の

円
滑
化
に
結
び
つ
き
、サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
な
存
在
に
な

っ
て
い
き
ま
す
。企
業
・
団
体
が
C
S
R
活
動
に
力

を
入
れ
る
理
由
は
そ
こ
に
あ
る
の
で
す
。

　企
業
・
団
体
の
社
会
的
な
取
り
組
み
を
知
る
恰
好

の
資
料
が
、統
合
報
告
書
や
社
会
・
環
境
報
告
書
、

C
S
R
報
告
書
な
ど
と
呼
ば
れ
る
も
の
で
す
。冊
子

で
配
布
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
、W
e
b
の
み
で
公
開

さ
れ
て
い
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。私
た
ち
が
運
営
し

て
い
る「
C
S
R
図
書
館.
n
e
t
」に
は
、6
6
4

社
約
4
2
0
0
冊
の
報
告
書
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま

す
。P
D
F
で
読
む
こ
と
も
、実
物
を
取
り
寄
せ
る

こ
と
も
で
き
ま
す
の
で
、ぜ
ひ
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

日本国内では、政府・外務省がSDGs推進の旗振り役となり、団体・企業の取り組みを応援しています(首
相官邸・外務省サイト参照)。一方、日本の国連広報センターでは、吉本興業と協力し、SDGsの普及に努め
ています(国連広報センターサイト参照)。これからどんどん、社会での知名度があがっていくSDGs。TV
やWEB、雑誌などでも露出が多くなるので、知っておくと世の中の流れがわかって面白くなります。

あなたは〝エコ〟を意識して生活していますか？
身近な例では、資源化のためのごみ分別などがあります。
実は企業も、様々なことに取り組んでいるのです。

本誌は、生活者であるわたしたちが、
企業や団体の社会活動（CSR/DSGs）を知り、お互いが理解を深め、

持続可能な社会づくりの一助となるよう創刊されました。

※1 CSR（Corporate Social Responsibility）　※2 SDGs（Sustainable Development Goals）
※ 社会的責任（SR Social Responsibility）
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報告書には、企業の社会的な取り組みがまとめてあります。
具体的な活動内容や実績のほか、取り組む姿勢など、

企業の意外な一面を知ることができます。まずは手に取ってみましょう。

経営的観点から、社会的活動を含む企業活動への姿勢を
読み取ることができます。なお、企業理念やトップメッセー
ジ（トップコミットメント）、重点課題（マテリアリティ）、CSR
マネジメント等は密接に結びついています。その関連性を
読みとくと、企業の社会的活動の方向性が理解できます。

様々な活動のなかで、企業が特に力を入れている内容や
理解してもらいやすい内容を取り上げています。写真や
図表などが多く読みやすいページになっているので、初
めて読む方は、まずはここから読むとわかりやすいので
おすすめです。
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編集方針
当レポートはCSR活動の取り組みをステークホルダー
の皆様にご理解いただくとともに、皆様とのコミュ
ニケーションを促進していく重要な媒体と位置付けて
います。ISO26000をCSR活動のガイダンスとして活用
し、組織の社会的責任における7つの中核主題を中心
テーマとして活動しています。また、サステナビリティ レ
ポーティング ガイドライン2006を参考として、サステ
ナビリティに関係する、社会、環境、経済の3分野に関
する報告書としても対応させています。

対象範囲と期間
【対象範囲】
H.I.S.グループを対象としていますが、一部対象範
囲が異なる箇所は、その旨を明記しています。

【対象期間】
2015年 10月期 （2014年11月1日～2015年10月31日）

一部この期間外の情報が含まれている箇所は、その
旨を明記しています。

【発行】
2016年1月

【参考にしたガイドライン】
ISO26000：
2010（Guidance on social responsibility）第1版
GRI（Global Reporting Initiative）：

「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3
版（G3.1）」

免責事項
本レポートに記載されている表やグラフの数値は、四捨五入して表記
しているため、合計値と異なる場合があります。また、対象範囲の拡
大や算出方法の見直しに伴い、一部過年度データを修正している箇
所があります。

業績情報

H.I.S.グループ概要

CONTENTS
■売上高の推移（連結）

■経常利益の推移（連結）

■営業利益の推移（連結）

■当期純利益の推移（連結）

名 称 株式会社エイチ・アイ・エス
（東証1部：会社コード 9603）

登 録 番 号 観光庁長官登録旅行業第724号
資 本 金 11,000百万円（2015年10月31日現在）
設 立 1980年12月19日

本 社 〒163-6029 東京都新宿区西新宿6-8-1 
新宿オークタワー29階

売 上 高 5,374億円（2015年10月連結業績）

従 業 員 数 13,612名
(グループ全体　2015年10月31日現在）

加 盟 団 体 日本旅行業協会（JATA）
国際航空運送協会（IATA）

取 引 銀 行 三井住友銀行、三菱東京UFJ銀行
東京都民銀行 その他

関 係 会 社

【旅行事業】
株式会社オリオンツアー
H.I.S. INTERNATIONAL TOURS(NY) INC. 
他67社

【テーマパーク事業】
ハウステンボス株式会社　他５社

【ホテル事業】
THE WATERMARK HOTEL GROUP PTY LTD
他9社

【その他】 
九州産業交通ホールディングス株式会社 他23社
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企業概要

寄付活動
項目 金額（百万円）

文化・芸術 30

教育・社会教育 13

地域社会の活動 3

スポーツ 1

その他 3

合計 51

ステークホルダー 金額（百万円） 内容

株主 1,426 配当金

社員 36,316 給料・賃金、賞与、
退職給付費用の総額

債権者（金融機関） 265 支払利息

行政機関（国、自治体） 8,447 法人税・住民税・事業
税等の納税総額

企業（内部留保） 10,537 剰余金の増加額

ステークホルダーへの価値分配

H.I.S. グループ CSRレポート2016

H.I.S.グループは、株式会社エイチ・
アイ・エスとその子会社、98社および
関連会社11社により構成されている
企業グループです。主な事業は旅行
事業、テーマパーク事業、ホテル事業、
運輸事業、九州産交グループ等で 
あり、事業活動を通じて地域コミュ
ニティへの貢献、世界の文化遺産や
自然・環境の保全に努め、持続可能
な未来への発展を目指しています。

旅行事業
88.6％
世界各国現地法人、
オリオンツアー、

ジャパンホリデーなど
計 70 社

エイチ・エス損害保険など
計 9 社

その他
0.0％

THE WATERMARK HOTEL 
GROUP PTY、GUAM REEF 
HOTELなど計10社

ホテル事業
1.0％

ハウステンボス、
ラグーナテンボスなど計 6 社

テーマパーク事業
5.0％

九州産業交通ホールディングス、
熊本フェリー、産交バスなど計11社

九州産交グループ
4.8％

H.I.S.グループ　事業セグメントと売上構成比（2015年度）

ASIA ATLANTIC AIRLINES、
HTBクルーズなど計 4 社

運輸事業
0.6％

2015年10月現在
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トップメッセージ巻頭ページ

特集ページ

対照表は、その報告書が準拠したガイドラインに基づいて、その
指標に該当するページがどこなのかを対照している表です。対
照表を掲載することにより、該当ガイドラインへの準拠を担保し
ます。第三者意見は、その企業の業界に精通している大学教授
やNPO法人など、社外の有識者が報告書を読み、客観的な視
点から活動の良い点や課題を提示しているものです。複数の視
点により、活動自体を広い視野で捉えるのに役立ちます。

編集方針や参考にしたガイドライン、制作にあたり重視した
点や報告書の概要などが書かれています。はじめにこのペ
ージに目を通しておくと、その企業が読者に対して何をどう
伝えたいのかがわかり、読み進めやすくなります。

対照表・第三者意見

旅は自分の イメージが

体験をする ためにある。
裏切られ るという

hh 日本という環境から物理的に出ることが重要 hh チェルノブイリに行くことで見えてくるもの
行方：日本人出国者数が減少傾向にあり、若い人では、海
外に行く人と行かない人の二極化が進んでいます。海外に
行くことの意味や面白さを、東さんはどう考えますか。
東：「弱いつながり」にも書きましたが、日本にいたらずっ
と日本語があります。コンビニもいっぱいあって、その店
内は北海道でも沖縄でもまったく同じ景色です。国内旅行
をしている限り、違う体験をしているようで、コンビニに
入ればいつも見ている商品をみつけるなど、実は自分の生
活している“近所”に戻ってしまう。切り離されるためには
国境を越える必要があるのです。たとえばお隣の韓国に
行っただけでも、何がこの国で話題になっているのかとい
うことも分からないまま、ポスターを見、看板を見、街の
風景を見る。それがすごく頭を刺激し、新鮮な気持ちにさ

せてくれます。人はた
とえば俳優の顔を見る
ときに、その顔自体を
見るのではなく、その
俳優の名前を知ったう
えで、その人がどうい
う人なのかを見ていま
す。つまり記号として
見ている。裏を返せば、
顔は見ていないとも言
える。 よその国だと、
その俳優が誰かという
ことは知らないから、
純粋に顔だけを見るこ
とができるわけです。
行方：それだけその人

そのもの、ありのままをしっかり見るわけですね。
東：ものを見るためには、先入観のない状態で見ること
が必要です。そのためには言葉や情報からいったん身を
引き離さなければいけない。海外に行くことの意味は、
日本語の環境から脱出することで頭をリフレッシュする
ということです。特に日本は、日本語の範囲が国境と重
なっていて、日本の民族もその内側にしか住んでいない。
外に出るということが、特に大きな意味をもっています。
行方：しかし、海外のことは行かなくてもテレビやインター
ネットで分かる、という感覚の人が増えていますね。
東：確かにインターネットで調べれば外国のことも分か
るし、情報や物も手に入るからいいじゃない、と言われ
たら、はいそうですと言わざるを得ない。しかし、分かっ
ていると思っていること自体が勘違いであることもあり
ます。本当の意味で理解するためには、行くしかない。
新しいことを始めるときはいつもそうですが、出発点は
知識ではなく、何かを知らなかったということを知ると
いうことです。そこに知のスタートがある。そして、知
らなかったということに気付くためには、現場に行くし
かないのです。

行方：チェルノブイリツアーも、まずは現場を見に行く
ということで始められたものですね。
東：私自身、初めて行って非常に驚きました。原発とか
事故という言葉でイメージしているものが、現地に行く
と全然違った。
行方：『チェルノブイリ・ダークツーリズム・ガイド』で
も書かれていましたが、たとえば自然の美しさや発電所
や、廃墟群のソ連風デザインが非常に印象的だと。
東：原発がいいのか悪いのか　チェルノブイリが安全なの
かどうか、最初はツアー参加者の方々は、みんなそういう
問題意識をもっています。しかしツアーが終わって印象的
なシーンをあげてほしいというと、8割の人は原発に触れ
ません。びっくりするけれども、考えてみれば、原発事故
は単独で起きたのではなくて、ある歴史的・文化的背景が
ある場所で起きたのであり、それに気付くと興味はどんど
ん他にも広がっていきます。もともとチェルノブイリは、
森と水に恵まれた地域で､ 自然が実に美しい。そこにソ連
の威信をかけた巨大発電所がつくられた。発電所やその周
囲の建築は、今は廃墟となっていますが、当時のソ連の理
想社会観を投影した前衛的で未来的なデザインです。現地
に行けば、チェルノブイリのイメージは一変します。興味
が拡散し、いろいろな感想が出てくる。何も分かっていな

かったということが分かる。この体験は貴重です。
行方：海外旅行に興味のない人に、「分からないというこ
とを知るために旅に行こう」と言うのは、なかなか伝わり
にくくないですか。
東：確かに、とにかく行ってみろというしかない。でも、場
所そのものへの関心の導線をどうつくるか、そこはまだ工夫
の余地があると思います。チェルノブイリも、2011年の福
島の事故があったから、原発への関心がおこりツーリズムの
対象に浮かび上がった。場所そのものの情報はインターネッ
トでいくらでも出てきてしまうけれど、新しい入口をつくる
のは価値があることだと思います。コンテンツツーリズムと
いうと、ハリウッド映画とかアニメの世界の話ばかりになっ
ている。しかし、たとえば日本には、各地に歌碑や句碑がた
くさんあります。あれはコンテンツツーリズムそのものだと
思います。物語と旅を重ねて消費する。松尾芭蕉の後を追
うように旅をする。しかし現地に行くと、実際に句碑は立っ
ているけれども、期待したものと何か違っている。裏切られ
る。それが旅というものの本質だと思う。旅行は自分の期待
を裏切られるために行く、そういうものだと思います。
行方：そうですね。これからも東さんと魅力ある旅をつ
くっていきたいと思います。今日はどうもありがとうご
ざいました。

ゲンロンカフェは東 浩紀氏が運営する東京・
五反田のイベントスペース。思想、美術、情
報社会、政治、ジャーナリズムなどを中心の
話題として定期的にトークイベントを開催。

東
あずま

 浩
ひろ

紀
き

 氏
1971 年生まれ。哲学者・
作家。株式会社ゲンロン
代表。著書に『一般意志
2.0』（講談社）、『弱いつ
ながり』（幻冬舎）など。
2015 年に新しい批評誌

『ゲンロン』を創刊。

特 別
対 談

株式会社エイチ・アイ・エス
取締役相談役

行 方　一 正 氏

哲学者
ゲンロン代表

東　浩 紀 氏

「いかに情報化が進んでも、日本を出て、その場に身を置か なければ分からないことはたくさんある」という東 浩紀さん。
3 年前から実施している「チェルノブイリツアー」でも、帰国 した人の 8 割は、原発ではない別のことを、現地で最も印象に
残ったこととして語るといいます。東さんと海外旅行の意味に ついて対談しました。

「チェルノブイリ・ダークツーリズム・ガイド」著者同行の旅！
チェルノブイリ原発内視察 東浩紀といくチェルノブイリとキエフをたどる７日間
2015年度のツアーは大好評！　2016年もツアー実施予定です。
受付開始に関しましてはWebページで発表致します。 乞うご期待！
● 問い合わせ先
H.I.S.スタディツアー営業所 03（6836）2551 H I S ス タ デ ィ

Gottingham
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通じ、この交流の懸け橋になって
いきたいと思います。

辰巳様より、評価をいただい
たスタディツアーだけでなく、よ
り社会にメッセージを発信してい
けるエコツアー、ユニバーサルツ
アーなども強化していきたいと思います。また、環境問
題では、ハウステンボスでの取り組みに対して良い評価
をいただきましたが、ご指摘いただきましたように、今
後は、H.I.S.グループとしての削減目標をもって取り組ん
でいきたいと思います。

最後に、社内意識調査で「働きがいがある」が少し低下し
たことを重く受け止め、顧客満足が働きがいにつながるよ
うな施策と労働環境の改善を推進していきたいと思います。

中核主題 課題 取り組み項目 掲載ページ

組織統治

H.I.S.グループ会長メッセージ P.4～5
トップメッセージ P.6～7
企業理念とCSR P.12
CSRマネジメント P.12～13
コーポレート・ガバナンス P.14

人権

デューディリジェンス さわやかホットライン P.36
人権に関する危機的状況
加担の回避
苦情解決 さわやかホットライン P.36
差別及び社会的弱者 障がい者雇用を促進 P.36
市民的及び政治的権利
経済的、社会的及び文化的権利 ユニバーサルツーリズム P.20～21
労働における基本的原則及び権利 従業員満足も追求する P.36～37

労働慣行

雇用及び雇用関係 従業員満足も追求する P.36～37
労働条件及び社会保障 労働環境の改善・子育て支援 P.37
社会対話
労働における安全衛生 労働環境の改善 P.36
職場における人材育成及び訓練 次の経営者を育てる、人財育成 P.19、P.37

環境

汚染の予防
持続可能な資源の利用 温室効果ガス（CO2）の削減 P.24
気候変動の緩和及び気候変動への適応 温室効果ガス（CO2）の削減 P.24

環境保護、生物多様性、及び
自然生息地の回復

地球環境を考えるエコツアー　 P.24
ハウステンボスの挑戦 P.15～16

公正な事業慣行

汚職防止 いい旅研究室 P.33
責任ある政治的関与
公正な競争 いい旅研究室 P.33
バリューチェーンにおける
社会的責任の推進 いい旅研究室 P.33

財産権の尊重

消費者課題

公正なマーケティング、事実に即した
偏りのない情報、及び公正な契約慣行 お客様満足の追求 P.32～33

消費者の安全衛生の保護 お客様満足の追求 P.32～33

持続可能な消費 ハウステンボスの挑戦
現地に貢献する海外拠点

P.15～16
P.28～29

消費者に対するサービス、支援、
並びに苦情及び紛争の解決

お客様の声からの改善事例
お客様に新しい旅を提案する

P.33
P.34～35

消費者のデータ保護及びプライバシー
必要不可欠なサービスへのアクセス お客様満足の追求 P.32～33
教育及び意識向上 お客様満足の追求 P.32～33

コミュニティ参画
及び発展

コミュニティへの参画 「地域社会との調和」全ページ P.26～31

教育及び文化
次世代を担う若者の育成
学びの旅 スタディツアー
環境問題を問う旅、国際交流の旅
現地に貢献する海外拠点

P.18
P.22～23
P.24～25
P.28～29

雇用創出及び技能開発 「地域社会との調和」全ページ P.26～31
技術の開発及び技術へのアクセス
富及び所得の創出 「地域社会との調和」全ページ P.26～31
健康
社会的投資 九州産交グループの挑戦、オリオンツアーの挑戦 P.17

本年のレポートでまず感
じたのは「ツーリズムを通じ
て世界平和と相互理解の促
進に貢献する」という企業
理念のもと、その役割を積
極的に果たしていこうとい
う強い意志です。世界情勢
が新たな緊張状態にある今、
人と人が向かい合い相互理
解を深めることは大変重要
であり、旅行業の果たす役
割はますます大きいと思い

ます。特に「スタディツアー」においては「カンボジア孤
児院交流ツアー」など多くのユニークな旅に取り組み、
旅行後に参加者が集う機会を設けることで、新たな支
援活動なども生まれていることを知りました。また、戦
争を学ぶという意欲的なテーマのもと、アウシュヴィッ
ツやベトナム戦争の後遺症に苦しむ方の病院への訪問
なども実施されています。こうした取り組みは、ぜひ継
続し、多くの人に参加していただきたいと思います。

ハウステンボスでは、エネルギーの供給と消費が
完結するシステムを実践され、新たに営業を始めた
ホテルにおいては、年間電力需要量の一部を賄う「エ
ネルギー自立」の計画が表明されています。折しも、
2015年12月にパリで開催されたCOP21では、「パリ

H.I.S.のCSRレポートを拝読して

第三者意見をうけて

公益社団法人
日本消費生活アドバイザー・
コンサルタント・相談員協会

（NACS）常任顧問
辰巳 菊子様

今後さらにH.I.S.グループがCSRを推進し、質の高い
CSRレポートを作成するため、2015年12月22日に
辰巳様にお越しいただき、第三者意見を頂戴しまし
た。以下は、いただいたご意見をまとめたものです。

協定」が採択され、世界196の国と地域のすべてが温
暖化対策に取り組むことを約束しました。こうしたな
かでの取り組みとして大変価値のあるものです。さら
にH.I.S.グループでは電力の小売り事業に参入し、将
来は再生可能エネルギーを使った発電事業も計画して
いると報告されています。旅行業の枠を超えた意欲的
な取り組みであり、実現に期待します。

今後の課題として検討いただきたいことがありま
す。1つは、CO2排出削減の取り組みについてです。
旅行業では、航空機燃料やガソリンの消費によって排
出されるCO2をいかに削減するかが大きなテーマで
す。すでに「カーボンオフセット」に取り組まれてい
ますが、その実績をさらに推進していくと同時に、本
社や各拠点におけるCO2の排出量の把握と削減目標お
よび実施プランの策定を行い、本レポートで経過報告
を行っていただきたいと思います。

また、社員の皆さんの「働きがい」意識の向上につ
いて、数値の低下報告がありました。冒頭にも述べま
したが、旅行業が果たす社会的な役割は大きく、社
員の皆さんは、そのことへの共感をもって入社された
と思います。実際、お客様の期待や感謝も決して小さ
くありません。お客様の声をもっと社員の皆さんに伝
え、日々の仕事の励みにすることで「働きがい」意識
向上の一助になると思います。次年度に向け、具体的
な行動計画をまとめていただきたいと思います。

今回のCSRレポートは、以前のものよりグループ全体の
活動を報告できるよう心がけました。H.I.S.グループとして
の共通するH.I.S.ポリシー・経営理念の実践がH.I.S.グループ
のCSR活動と位置付け、社内外の活動を進めてまいります。

今、世界では、さまざまな価値観がぶつかり合い、特
定の集団の利益、地域益、国益を優先した対立が増して
きています。一方、市場経済のグローバル化、情報のグ
ローバルネットワーク化が進み、地球的規模で、個々人が
直接世界とつながることによるさまざまな価値観の形成も
起こっています。この社会の大きな変化の中で、企業の果
たす社会的な役割はますます大きくなってきています。

旅は、実際に現地に行き、自分の目で見、交流すること
で、この多様な異なる価値観の人々の間に相互理解を促
進する力があります。H.I.S.グループは、さまざまな事業を

ISO26000 中核主題対照表 第三者意見

取締役 相談役 CSR推進管掌
行方 一正
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え
て
い
ま
す
の
で
、ま
ず
は
こ
ち
ら
を
読

ん
で
み
る
と
良
い
で
し
ょ
う
。デ
ー
タ
集

や
取
り
組
み
の
具
体
例
が
省
か
れ
、ペ
ー

ジ
を
限
定
す
る
こ
と
で
読
み
や
す
い
形
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、全
部
を
読
ま
ず
、特
集
や
興
味
の

あ
る
部
分
だ
け
を
読
み
、他
社
と
比
較
す
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と
い
う
方
法
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あ
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ま
す
。特
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お
す
す
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た
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は
、ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
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ト
ッ

プ
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
）で
す
。企
業
の
め
ざ

す
方
向
性
が
端
的
に
理
解
で
き
ま
す
。

　
興
味
が
出
て
き
た
ら
、ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト

版
だ
け
で
な
く
、企
業
W
e
b
サ
イ
ト
や

報
告
書
の
総
合
版（
マ
ス
タ
ー
版
）を
読
む

と
さ
ら
に
理
解
が
深
ま
り
ま
す
。活
動
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方
向
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に
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す
る
デ
ー
タ
や
、具
体
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な
取
り
組
み
例
が
多
く
記
載
さ
れ
て
い
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か
ら
で
す
。

　
馴
染
み
の
な
い
内
容
が
多
く
、読
み
進

め
る
の
に
時
間
が
か
か
る
か
も
し
れ
ま
せ

ん
が
、ま
ず
1
冊
を
じ
っ
く
り
読
ん
で
み

る
と
、2
冊
目
以
降
は
時
間
を
か
け
ず
に

読
め
る
は
ず
で
す
。

主な報告書の種類 掲載される主な内容 参考とされる主なガイドライン

環境報告書

環境省「環境報告ガイドライン」
GRIガイドライン　ISO26000

社会・環境報告書

CSR報告書

サステナビリティ
報告書

統合報告書

環境省「環境報告ガイドライン」
GRIガイドライン　ISO26000

環境省「環境報告ガイドライン」
GRIガイドライン　ISO26000

環境省「環境報告ガイドライン」
GRIガイドライン 

CSR報告書の内容に財務報告（アニュアルレポートのコンテンツ）をプラス

CSR報告書と内容はほぼ同じ。CSRを推進し、サステナブル（持続可能）な企業をめざす

社会・環境報告書に以下の内容をプラス。CSRマネジメント、重点課題、コーポレートガバナンス、
コンプライアンス、リスクマネジメント、ダイバーシティ、ステークホルダーダイアログ、経済性の報告ほか

環境報告書の内容に以下をプラス。トップ・コミットメント、ステークホルダー図、社会性報告、
第三者意見ほか

環境マネジメント、Input・Output、グリーン調達、目標と結果、環境パフォーマンスデータ、
生物多様性、環境会計ほか

環境省「環境報告ガイドライン」
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前
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さ
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で
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こ
れ
ら
は
報
告
書
の
客
観
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を
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観
的
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稿
し
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ま
す
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報告書には、企業の社会的な取り組みがまとめてあります。
具体的な活動内容や実績のほか、取り組む姿勢など、

企業の意外な一面を知ることができます。まずは手に取ってみましょう。

経営的観点から、社会的活動を含む企業活動への姿勢を
読み取ることができます。なお、企業理念やトップメッセー
ジ（トップコミットメント）、重点課題（マテリアリティ）、CSR
マネジメント等は密接に結びついています。その関連性を
読みとくと、企業の社会的活動の方向性が理解できます。

様々な活動のなかで、企業が特に力を入れている内容や
理解してもらいやすい内容を取り上げています。写真や
図表などが多く読みやすいページになっているので、初
めて読む方は、まずはここから読むとわかりやすいので
おすすめです。

　
報
告
書
に
は
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門
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が
多
く
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に
く
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感
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か
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増
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編集方針
当レポートはCSR活動の取り組みをステークホルダー
の皆様にご理解いただくとともに、皆様とのコミュ
ニケーションを促進していく重要な媒体と位置付けて
います。ISO26000をCSR活動のガイダンスとして活用
し、組織の社会的責任における7つの中核主題を中心
テーマとして活動しています。また、サステナビリティ レ
ポーティング ガイドライン2006を参考として、サステ
ナビリティに関係する、社会、環境、経済の3分野に関
する報告書としても対応させています。

対象範囲と期間
【対象範囲】
H.I.S.グループを対象としていますが、一部対象範
囲が異なる箇所は、その旨を明記しています。

【対象期間】
2015年 10月期 （2014年11月1日～2015年10月31日）

一部この期間外の情報が含まれている箇所は、その
旨を明記しています。

【発行】
2016年1月

【参考にしたガイドライン】
ISO26000：
2010（Guidance on social responsibility）第1版
GRI（Global Reporting Initiative）：

「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3
版（G3.1）」

免責事項
本レポートに記載されている表やグラフの数値は、四捨五入して表記
しているため、合計値と異なる場合があります。また、対象範囲の拡
大や算出方法の見直しに伴い、一部過年度データを修正している箇
所があります。

業績情報

H.I.S.グループ概要

CONTENTS
■売上高の推移（連結）

■経常利益の推移（連結）

■営業利益の推移（連結）

■当期純利益の推移（連結）

名 称 株式会社エイチ・アイ・エス
（東証1部：会社コード 9603）

登 録 番 号 観光庁長官登録旅行業第724号
資 本 金 11,000百万円（2015年10月31日現在）
設 立 1980年12月19日

本 社 〒163-6029 東京都新宿区西新宿6-8-1 
新宿オークタワー29階

売 上 高 5,374億円（2015年10月連結業績）

従 業 員 数 13,612名
(グループ全体　2015年10月31日現在）

加 盟 団 体 日本旅行業協会（JATA）
国際航空運送協会（IATA）

取 引 銀 行 三井住友銀行、三菱東京UFJ銀行
東京都民銀行 その他

関 係 会 社

【旅行事業】
株式会社オリオンツアー
H.I.S. INTERNATIONAL TOURS(NY) INC. 
他67社

【テーマパーク事業】
ハウステンボス株式会社　他５社

【ホテル事業】
THE WATERMARK HOTEL GROUP PTY LTD
他9社

【その他】 
九州産業交通ホールディングス株式会社 他23社
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企業概要

寄付活動
項目 金額（百万円）

文化・芸術 30

教育・社会教育 13

地域社会の活動 3

スポーツ 1

その他 3

合計 51

ステークホルダー 金額（百万円） 内容

株主 1,426 配当金

社員 36,316 給料・賃金、賞与、
退職給付費用の総額

債権者（金融機関） 265 支払利息

行政機関（国、自治体） 8,447 法人税・住民税・事業
税等の納税総額

企業（内部留保） 10,537 剰余金の増加額

ステークホルダーへの価値分配

H.I.S. グループ CSRレポート2016

H.I.S.グループは、株式会社エイチ・
アイ・エスとその子会社、98社および
関連会社11社により構成されている
企業グループです。主な事業は旅行
事業、テーマパーク事業、ホテル事業、
運輸事業、九州産交グループ等で 
あり、事業活動を通じて地域コミュ
ニティへの貢献、世界の文化遺産や
自然・環境の保全に努め、持続可能
な未来への発展を目指しています。

旅行事業
88.6％
世界各国現地法人、
オリオンツアー、

ジャパンホリデーなど
計 70 社

エイチ・エス損害保険など
計 9 社

その他
0.0％

THE WATERMARK HOTEL 
GROUP PTY、GUAM REEF 
HOTELなど計10社

ホテル事業
1.0％

ハウステンボス、
ラグーナテンボスなど計 6 社

テーマパーク事業
5.0％

九州産業交通ホールディングス、
熊本フェリー、産交バスなど計11社

九州産交グループ
4.8％

H.I.S.グループ　事業セグメントと売上構成比（2015年度）

ASIA ATLANTIC AIRLINES、
HTBクルーズなど計 4 社

運輸事業
0.6％

2015年10月現在
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トップメッセージ巻頭ページ

特集ページ

対照表は、その報告書が準拠したガイドラインに基づいて、その
指標に該当するページがどこなのかを対照している表です。対
照表を掲載することにより、該当ガイドラインへの準拠を担保し
ます。第三者意見は、その企業の業界に精通している大学教授
やNPO法人など、社外の有識者が報告書を読み、客観的な視
点から活動の良い点や課題を提示しているものです。複数の視
点により、活動自体を広い視野で捉えるのに役立ちます。

編集方針や参考にしたガイドライン、制作にあたり重視した
点や報告書の概要などが書かれています。はじめにこのペ
ージに目を通しておくと、その企業が読者に対して何をどう
伝えたいのかがわかり、読み進めやすくなります。

対照表・第三者意見

旅は自分の イメージが

体験をする ためにある。
裏切られ るという

hh 日本という環境から物理的に出ることが重要 hh チェルノブイリに行くことで見えてくるもの
行方：日本人出国者数が減少傾向にあり、若い人では、海
外に行く人と行かない人の二極化が進んでいます。海外に
行くことの意味や面白さを、東さんはどう考えますか。
東：「弱いつながり」にも書きましたが、日本にいたらずっ
と日本語があります。コンビニもいっぱいあって、その店
内は北海道でも沖縄でもまったく同じ景色です。国内旅行
をしている限り、違う体験をしているようで、コンビニに
入ればいつも見ている商品をみつけるなど、実は自分の生
活している“近所”に戻ってしまう。切り離されるためには
国境を越える必要があるのです。たとえばお隣の韓国に
行っただけでも、何がこの国で話題になっているのかとい
うことも分からないまま、ポスターを見、看板を見、街の
風景を見る。それがすごく頭を刺激し、新鮮な気持ちにさ

せてくれます。人はた
とえば俳優の顔を見る
ときに、その顔自体を
見るのではなく、その
俳優の名前を知ったう
えで、その人がどうい
う人なのかを見ていま
す。つまり記号として
見ている。裏を返せば、
顔は見ていないとも言
える。 よその国だと、
その俳優が誰かという
ことは知らないから、
純粋に顔だけを見るこ
とができるわけです。
行方：それだけその人

そのもの、ありのままをしっかり見るわけですね。
東：ものを見るためには、先入観のない状態で見ること
が必要です。そのためには言葉や情報からいったん身を
引き離さなければいけない。海外に行くことの意味は、
日本語の環境から脱出することで頭をリフレッシュする
ということです。特に日本は、日本語の範囲が国境と重
なっていて、日本の民族もその内側にしか住んでいない。
外に出るということが、特に大きな意味をもっています。
行方：しかし、海外のことは行かなくてもテレビやインター
ネットで分かる、という感覚の人が増えていますね。
東：確かにインターネットで調べれば外国のことも分か
るし、情報や物も手に入るからいいじゃない、と言われ
たら、はいそうですと言わざるを得ない。しかし、分かっ
ていると思っていること自体が勘違いであることもあり
ます。本当の意味で理解するためには、行くしかない。
新しいことを始めるときはいつもそうですが、出発点は
知識ではなく、何かを知らなかったということを知ると
いうことです。そこに知のスタートがある。そして、知
らなかったということに気付くためには、現場に行くし
かないのです。

行方：チェルノブイリツアーも、まずは現場を見に行く
ということで始められたものですね。
東：私自身、初めて行って非常に驚きました。原発とか
事故という言葉でイメージしているものが、現地に行く
と全然違った。
行方：『チェルノブイリ・ダークツーリズム・ガイド』で
も書かれていましたが、たとえば自然の美しさや発電所
や、廃墟群のソ連風デザインが非常に印象的だと。
東：原発がいいのか悪いのか　チェルノブイリが安全なの
かどうか、最初はツアー参加者の方々は、みんなそういう
問題意識をもっています。しかしツアーが終わって印象的
なシーンをあげてほしいというと、8割の人は原発に触れ
ません。びっくりするけれども、考えてみれば、原発事故
は単独で起きたのではなくて、ある歴史的・文化的背景が
ある場所で起きたのであり、それに気付くと興味はどんど
ん他にも広がっていきます。もともとチェルノブイリは、
森と水に恵まれた地域で､ 自然が実に美しい。そこにソ連
の威信をかけた巨大発電所がつくられた。発電所やその周
囲の建築は、今は廃墟となっていますが、当時のソ連の理
想社会観を投影した前衛的で未来的なデザインです。現地
に行けば、チェルノブイリのイメージは一変します。興味
が拡散し、いろいろな感想が出てくる。何も分かっていな

かったということが分かる。この体験は貴重です。
行方：海外旅行に興味のない人に、「分からないというこ
とを知るために旅に行こう」と言うのは、なかなか伝わり
にくくないですか。
東：確かに、とにかく行ってみろというしかない。でも、場
所そのものへの関心の導線をどうつくるか、そこはまだ工夫
の余地があると思います。チェルノブイリも、2011年の福
島の事故があったから、原発への関心がおこりツーリズムの
対象に浮かび上がった。場所そのものの情報はインターネッ
トでいくらでも出てきてしまうけれど、新しい入口をつくる
のは価値があることだと思います。コンテンツツーリズムと
いうと、ハリウッド映画とかアニメの世界の話ばかりになっ
ている。しかし、たとえば日本には、各地に歌碑や句碑がた
くさんあります。あれはコンテンツツーリズムそのものだと
思います。物語と旅を重ねて消費する。松尾芭蕉の後を追
うように旅をする。しかし現地に行くと、実際に句碑は立っ
ているけれども、期待したものと何か違っている。裏切られ
る。それが旅というものの本質だと思う。旅行は自分の期待
を裏切られるために行く、そういうものだと思います。
行方：そうですね。これからも東さんと魅力ある旅をつ
くっていきたいと思います。今日はどうもありがとうご
ざいました。

ゲンロンカフェは東 浩紀氏が運営する東京・
五反田のイベントスペース。思想、美術、情
報社会、政治、ジャーナリズムなどを中心の
話題として定期的にトークイベントを開催。

東
あずま

 浩
ひろ

紀
き

 氏
1971 年生まれ。哲学者・
作家。株式会社ゲンロン
代表。著書に『一般意志
2.0』（講談社）、『弱いつ
ながり』（幻冬舎）など。
2015 年に新しい批評誌

『ゲンロン』を創刊。

特 別
対 談

株式会社エイチ・アイ・エス
取締役相談役

行 方　一 正 氏

哲学者
ゲンロン代表

東　浩 紀 氏

「いかに情報化が進んでも、日本を出て、その場に身を置か なければ分からないことはたくさんある」という東 浩紀さん。
3 年前から実施している「チェルノブイリツアー」でも、帰国 した人の 8 割は、原発ではない別のことを、現地で最も印象に
残ったこととして語るといいます。東さんと海外旅行の意味に ついて対談しました。

「チェルノブイリ・ダークツーリズム・ガイド」著者同行の旅！
チェルノブイリ原発内視察 東浩紀といくチェルノブイリとキエフをたどる７日間
2015年度のツアーは大好評！　2016年もツアー実施予定です。
受付開始に関しましてはWebページで発表致します。 乞うご期待！
● 問い合わせ先
H.I.S.スタディツアー営業所 03（6836）2551 H I S ス タ デ ィ

Gottingham
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通じ、この交流の懸け橋になって
いきたいと思います。

辰巳様より、評価をいただい
たスタディツアーだけでなく、よ
り社会にメッセージを発信してい
けるエコツアー、ユニバーサルツ
アーなども強化していきたいと思います。また、環境問
題では、ハウステンボスでの取り組みに対して良い評価
をいただきましたが、ご指摘いただきましたように、今
後は、H.I.S.グループとしての削減目標をもって取り組ん
でいきたいと思います。

最後に、社内意識調査で「働きがいがある」が少し低下し
たことを重く受け止め、顧客満足が働きがいにつながるよ
うな施策と労働環境の改善を推進していきたいと思います。

中核主題 課題 取り組み項目 掲載ページ

組織統治

H.I.S.グループ会長メッセージ P.4～5
トップメッセージ P.6～7
企業理念とCSR P.12
CSRマネジメント P.12～13
コーポレート・ガバナンス P.14

人権

デューディリジェンス さわやかホットライン P.36
人権に関する危機的状況
加担の回避
苦情解決 さわやかホットライン P.36
差別及び社会的弱者 障がい者雇用を促進 P.36
市民的及び政治的権利
経済的、社会的及び文化的権利 ユニバーサルツーリズム P.20～21
労働における基本的原則及び権利 従業員満足も追求する P.36～37

労働慣行

雇用及び雇用関係 従業員満足も追求する P.36～37
労働条件及び社会保障 労働環境の改善・子育て支援 P.37
社会対話
労働における安全衛生 労働環境の改善 P.36
職場における人材育成及び訓練 次の経営者を育てる、人財育成 P.19、P.37

環境

汚染の予防
持続可能な資源の利用 温室効果ガス（CO2）の削減 P.24
気候変動の緩和及び気候変動への適応 温室効果ガス（CO2）の削減 P.24

環境保護、生物多様性、及び
自然生息地の回復

地球環境を考えるエコツアー　 P.24
ハウステンボスの挑戦 P.15～16

公正な事業慣行

汚職防止 いい旅研究室 P.33
責任ある政治的関与
公正な競争 いい旅研究室 P.33
バリューチェーンにおける
社会的責任の推進 いい旅研究室 P.33

財産権の尊重

消費者課題

公正なマーケティング、事実に即した
偏りのない情報、及び公正な契約慣行 お客様満足の追求 P.32～33

消費者の安全衛生の保護 お客様満足の追求 P.32～33

持続可能な消費 ハウステンボスの挑戦
現地に貢献する海外拠点

P.15～16
P.28～29

消費者に対するサービス、支援、
並びに苦情及び紛争の解決

お客様の声からの改善事例
お客様に新しい旅を提案する

P.33
P.34～35

消費者のデータ保護及びプライバシー
必要不可欠なサービスへのアクセス お客様満足の追求 P.32～33
教育及び意識向上 お客様満足の追求 P.32～33

コミュニティ参画
及び発展

コミュニティへの参画 「地域社会との調和」全ページ P.26～31

教育及び文化
次世代を担う若者の育成
学びの旅 スタディツアー
環境問題を問う旅、国際交流の旅
現地に貢献する海外拠点

P.18
P.22～23
P.24～25
P.28～29

雇用創出及び技能開発 「地域社会との調和」全ページ P.26～31
技術の開発及び技術へのアクセス
富及び所得の創出 「地域社会との調和」全ページ P.26～31
健康
社会的投資 九州産交グループの挑戦、オリオンツアーの挑戦 P.17

本年のレポートでまず感
じたのは「ツーリズムを通じ
て世界平和と相互理解の促
進に貢献する」という企業
理念のもと、その役割を積
極的に果たしていこうとい
う強い意志です。世界情勢
が新たな緊張状態にある今、
人と人が向かい合い相互理
解を深めることは大変重要
であり、旅行業の果たす役
割はますます大きいと思い

ます。特に「スタディツアー」においては「カンボジア孤
児院交流ツアー」など多くのユニークな旅に取り組み、
旅行後に参加者が集う機会を設けることで、新たな支
援活動なども生まれていることを知りました。また、戦
争を学ぶという意欲的なテーマのもと、アウシュヴィッ
ツやベトナム戦争の後遺症に苦しむ方の病院への訪問
なども実施されています。こうした取り組みは、ぜひ継
続し、多くの人に参加していただきたいと思います。

ハウステンボスでは、エネルギーの供給と消費が
完結するシステムを実践され、新たに営業を始めた
ホテルにおいては、年間電力需要量の一部を賄う「エ
ネルギー自立」の計画が表明されています。折しも、
2015年12月にパリで開催されたCOP21では、「パリ

H.I.S.のCSRレポートを拝読して

第三者意見をうけて

公益社団法人
日本消費生活アドバイザー・
コンサルタント・相談員協会

（NACS）常任顧問
辰巳 菊子様

今後さらにH.I.S.グループがCSRを推進し、質の高い
CSRレポートを作成するため、2015年12月22日に
辰巳様にお越しいただき、第三者意見を頂戴しまし
た。以下は、いただいたご意見をまとめたものです。

協定」が採択され、世界196の国と地域のすべてが温
暖化対策に取り組むことを約束しました。こうしたな
かでの取り組みとして大変価値のあるものです。さら
にH.I.S.グループでは電力の小売り事業に参入し、将
来は再生可能エネルギーを使った発電事業も計画して
いると報告されています。旅行業の枠を超えた意欲的
な取り組みであり、実現に期待します。

今後の課題として検討いただきたいことがありま
す。1つは、CO2排出削減の取り組みについてです。
旅行業では、航空機燃料やガソリンの消費によって排
出されるCO2をいかに削減するかが大きなテーマで
す。すでに「カーボンオフセット」に取り組まれてい
ますが、その実績をさらに推進していくと同時に、本
社や各拠点におけるCO2の排出量の把握と削減目標お
よび実施プランの策定を行い、本レポートで経過報告
を行っていただきたいと思います。

また、社員の皆さんの「働きがい」意識の向上につ
いて、数値の低下報告がありました。冒頭にも述べま
したが、旅行業が果たす社会的な役割は大きく、社
員の皆さんは、そのことへの共感をもって入社された
と思います。実際、お客様の期待や感謝も決して小さ
くありません。お客様の声をもっと社員の皆さんに伝
え、日々の仕事の励みにすることで「働きがい」意識
向上の一助になると思います。次年度に向け、具体的
な行動計画をまとめていただきたいと思います。

今回のCSRレポートは、以前のものよりグループ全体の
活動を報告できるよう心がけました。H.I.S.グループとして
の共通するH.I.S.ポリシー・経営理念の実践がH.I.S.グループ
のCSR活動と位置付け、社内外の活動を進めてまいります。

今、世界では、さまざまな価値観がぶつかり合い、特
定の集団の利益、地域益、国益を優先した対立が増して
きています。一方、市場経済のグローバル化、情報のグ
ローバルネットワーク化が進み、地球的規模で、個々人が
直接世界とつながることによるさまざまな価値観の形成も
起こっています。この社会の大きな変化の中で、企業の果
たす社会的な役割はますます大きくなってきています。

旅は、実際に現地に行き、自分の目で見、交流すること
で、この多様な異なる価値観の人々の間に相互理解を促
進する力があります。H.I.S.グループは、さまざまな事業を

ISO26000 中核主題対照表 第三者意見

取締役 相談役 CSR推進管掌
行方 一正
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え
て
い
ま
す
の
で
、ま
ず
は
こ
ち
ら
を
読

ん
で
み
る
と
良
い
で
し
ょ
う
。デ
ー
タ
集

や
取
り
組
み
の
具
体
例
が
省
か
れ
、ペ
ー

ジ
を
限
定
す
る
こ
と
で
読
み
や
す
い
形
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、全
部
を
読
ま
ず
、特
集
や
興
味
の

あ
る
部
分
だ
け
を
読
み
、他
社
と
比
較
す
る

と
い
う
方
法
も
あ
り
ま
す
。特
に
お
す
す
め

し
た
い
の
は
、ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ（
ト
ッ

プ
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
）で
す
。企
業
の
め
ざ

す
方
向
性
が
端
的
に
理
解
で
き
ま
す
。

　
興
味
が
出
て
き
た
ら
、ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト

版
だ
け
で
な
く
、企
業
W
e
b
サ
イ
ト
や

報
告
書
の
総
合
版（
マ
ス
タ
ー
版
）を
読
む

と
さ
ら
に
理
解
が
深
ま
り
ま
す
。活
動
の

方
向
性
に
合
致
す
る
デ
ー
タ
や
、具
体
的

な
取
り
組
み
例
が
多
く
記
載
さ
れ
て
い
る

か
ら
で
す
。

　
馴
染
み
の
な
い
内
容
が
多
く
、読
み
進

め
る
の
に
時
間
が
か
か
る
か
も
し
れ
ま
せ

ん
が
、ま
ず
1
冊
を
じ
っ
く
り
読
ん
で
み

る
と
、2
冊
目
以
降
は
時
間
を
か
け
ず
に

読
め
る
は
ず
で
す
。

主な報告書の種類 掲載される主な内容 参考とされる主なガイドライン

環境報告書

環境省「環境報告ガイドライン」
GRIガイドライン　ISO26000

社会・環境報告書

CSR報告書

サステナビリティ
報告書

統合報告書

環境省「環境報告ガイドライン」
GRIガイドライン　ISO26000

環境省「環境報告ガイドライン」
GRIガイドライン　ISO26000

環境省「環境報告ガイドライン」
GRIガイドライン 

CSR報告書の内容に財務報告（アニュアルレポートのコンテンツ）をプラス

CSR報告書と内容はほぼ同じ。CSRを推進し、サステナブル（持続可能）な企業をめざす

社会・環境報告書に以下の内容をプラス。CSRマネジメント、重点課題、コーポレートガバナンス、
コンプライアンス、リスクマネジメント、ダイバーシティ、ステークホルダーダイアログ、経済性の報告ほか

環境報告書の内容に以下をプラス。トップ・コミットメント、ステークホルダー図、社会性報告、
第三者意見ほか

環境マネジメント、Input・Output、グリーン調達、目標と結果、環境パフォーマンスデータ、
生物多様性、環境会計ほか

環境省「環境報告ガイドライン」
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企 業 の 取り組 みをみてみ よう企 業 の 取り組 みをみてみ よう

C S R T O P I C S

ここでは企業の取り組みを掲載した、実際の報告書を紹介しています。

冊子は図書館や大学にも送付されています。図書館や就職課で実物を手にしてみてください。

また、企業のWebサイトやCSR図書館.netにも掲載されているので、気軽にWebでも閲覧できます。

QRコードをスマホやタブレットで読みこめば、簡単にアクセスが可能です。

※ガイドライン：GRIなどの作成時に参考にする指標のこと。
　　　　　　　くわしくはP11参照

報
告
書
を
読
ん
だ
ら
、そ
の
企
業
へ
意
見
・
感
想

を
届
け
ま
し
ょ
う
。ほ
と
ん
ど
の
報
告
書
に
は
、読

者
ア
ン
ケ
ー
ト
が
差
し
込
ま
れ
て
い
る
の
で
、記

入
し
て
F
A
X
ま
た
は
郵
送
し
ま
す
。W
e
b
で

も
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
て
い
る
場
合
が
あ
り
ま

す
の
で
、そ
ち
ら
を
利
用
す
る
方
法
も
あ
り
ま
す
。

そ
も
そ
も
、C
S
R
報
告
書
は
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー（
利
害
関
係
者
）と
の
対
話
を
想
定
し
た
冊
子

で
す
。読
者
の
声
・
反
応
に
呼
応
す
る
仕
組
み
が
あ

る
た
め
、そ
の
声
が
大
き
く
な
れ
ば
な
る
ほ
ど
企

業
の
活
動
が
さ
ら
に
深
化
し
て
い
き
ま
す
。企
業

は
、そ
う
い
っ
た
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
声
を
と

て
も
大
切
に
考
え
て
い
る
の
で
す
。

ま
た
、取
り
組
み
に
共
感
し
た
企
業
の
製
品
を

購
入
す
る
と
い
う
形
の
応
援
方
法
も
あ
り
ま
す
。

売
り
上
げ
が
業
績
を
左
右
す
る
ほ
ど
に
な
れ
ば
、

企
業
は
自
分
の
め
ざ
す
方
向
性
に
自
信
を
も
ち
、

取
り
組
み
が
さ
ら
に
拡
が
っ
て
い
く
こ
と
が
期
待

で
き
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、市
民
と
し
て
消
費
者
と
し
て
、す

ぐ
に
で
も
参
加
で
き
る
社
会
活
動
が
あ
る
こ
と
を

ぜ
ひ
覚
え
て
お
い
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、す
べ
て
の
人
に
該
当
す
る
わ
け
で
は
あ
り

ま
せ
ん
が
、投
資
家
と
な
り
応
援
し
た
い
企
業
の
株

式
を
購
入
す
る
と
い
う
方
法
も
あ
り
ま
す
。S
R
I

（
社
会
的
責
任
投
資
）と
い
わ
れ
る
投
資
方
法
で
、

欧
米
の
投
資
家
に
は
メ
ジ
ャ
ー
な
投
資
方
法
と

な
っ
て
い
ま
す
。応
援
し
た
い
企
業
に
投
資
す
る
こ

と
で
、資
本
面
か
ら
企
業
の
活
動
を
支
え
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。最
近
は
、こ
う
い
っ
た
側
面
か
ら
投
資

先
を
選
定
す
る
ケ
ー
ス
が
増
え
て
い
ま
す
。

報
告
書
の

活
用
方
法

報
告
書
は
読
む
だ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。立
場
に
よ
っ
て
い
く
つ
か
の
活
用
方
法

が
あ
り
ま
す
。ま
た
、企
業
と
し
て
は
、意
見
や
感
想
を
返
し
て
も
ら
う
こ
と
が

次
の
ア
ク
シ
ョ
ン
の
ヒ
ン
ト
に
な
り
ま
す
。社
会
を
少
し
ず
つ
変
え
て
い
く
た
め

に
、「
活
用
」と
い
う
視
点
を
持
っ
て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
。

企
業
研
究

就
職
活
動

業
績・経
営
戦
略

投
資
の
参
考

誰
で
も
参
加
で
き
る
社
会
活
動

志
望
業
界
が
決
ま
っ
て
企
業
研
究
を
行
う
時
、

あ
る
い
は
国
内
の
膨
大
な
企
業
の
中
か
ら
志
望
企

業
を
決
め
か
ね
て
い
る
時
、C
S
R
関
連
の
報
告

書
は
と
て
も
有
益
な
情
報
源
と
な
り
ま
す
。

そ
れ
は
、報
告
書
が
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
※

な
ど
の
指

標
に
基
づ
い
て
制
作
さ
れ
て
い
る
た
め
、共
通
の

情
報
が
掲
載
さ
れ
る
こ
と
で
企
業
を
比
較
す
る
こ

と
が
で
き
る
か
ら
で
す
。ま
た
、報
告
書
の
基
本
的

な
目
的
が
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー（
利
害
関
係
者
）と

の
対
話
に
あ
る
た
め
、業
績
情
報
や
経
営
戦
略
、マ

イ
ナ
ス
情
報
ま
で
開
示
さ
れ
て
い
る
う
え
、人
材

育
成
や
人
事
制
度
、各
種
デ
ー
タ
ま
で
掲
載
さ
れ

て
い
ま
す
。つ
ま
り
、企
業
研
究
に
は
う
っ
て
つ
け

と
い
う
わ
け
で
す
。

単
純
に
、「
大
手
だ
か
ら
」「
業
績
が
良
い
か
ら
」

「
海
外
展
開
し
て
い
る
か
ら
」な
ど
と
い
う
表
面
的

な
理
由
だ
け
で
決
め
る
の
で
は
な
く
、グ
ロ
ー
バ

ル
な
社
会
に
お
い
て
、ど
の
よ
う
な
姿
勢
で
事
業

を
行
っ
て
い
る
の
か
を
知
り
選
択
す
る
と
い
う
視

点
は
、今
後
さ
ら
に
必
要
と
な
る
で
し
ょ
う
。同
時

に
、社
会
活
動
に
力
を
入
れ
て
い
る
企
業
は
、そ
う

い
っ
た
こ
と
に
対
し
て
意
識
の
高
い
学
生
と
の
出

会
い
を
求
め
て
い
る
の
で
す
。少
し
視
野
を
広
げ

て
見
れ
ば
、自
分
自
身
も
共
に
成
長
で
き
る
環
境

を
見
つ
け
る
こ
と
が
で
き
る
で
し
ょ
う
。

ち
な
み
に
、C
S
R
関
連
の
報
告
書
は
、発
行
時

期
が
6
月
〜
9
月
に
ピ
ー
ク
を
迎
え
ま
す
。就
活

前
に
じ
っ
く
り
企
業
研
究
を
行
う
と
い
う
意
味
で

も
、最
適
な
媒
体
と
い
え
ま
す
。

学
生
な
ら
就
活
に
役
立
て
よ
う

食
料
品

事業を通じて持続可能な社会の発展に貢献する
ことをめざすコカ・コーラボトラーズジャパン。共
創価値（CSV）の理念を基に、「健康・環境・コミュ
ニティ」を推進。

【コカ･コーラ ボトラーズジャパン株式会社】

共創価値（CSV）の理念を基に
「健康・環境・コミュニティ」を推進

食
料
品

創始者の「食を通じて社会に貢献する」という精神を受け継ぐキユーピー。
社会とともに成長するためのＣＳＲの基本的な考え方と重点課題を表明し、
ダイジェストではその課題解決ストーリーを掲載。

【キユーピー株式会社】

2019年に創立100周年。次の
100年も信頼される企業をめざす

食
料
品

エスビー食品のバリューチェーン全体でどのよう
に価値を生み出しているかを、事業プロセスごと
の具体的な事例とともに、SDGsのゴール、ＥＳＧの
アイコンを用いて分かりやすく紹介している。

【エスビー食品株式会社】

バリューチェーン全体で
価値を生み出すエスビー食品

食
料
品

2018年度から統合報告書を発行。2026ビジョン、
価値創造ストーリー、事業別中期経営計画、サス
テナビリティ等を掲載。特集では「研究・開発」と
「安全・安心な品質」を紹介している。

【明治ホールディングス株式会社】

明治グループは「食と健康」で
一歩先を行く価値を創り続けます

食
料
品

日本製粉グループのCSR活動を7つのCSR重要
課題ごとに紹介し、ダイジェスト版としてより簡潔
にまとめた本冊子。あわせて、詳細な情報が掲載
されたWeb版も必見！

【日本製粉株式会社】

日本製粉グループの掲げる7つの
CSR重要課題ごとに活動を紹介！

食
料
品

油の持つ様々な価値を徹底的に追求し、油の可
能性を拡げて「おいしさデザイン企業」を目指す
J-オイルミルズ。中・長期的な企業価値向上と社
会課題の解決に向けた様々な取り組みを掲載。

【株式会社J-オイルミルズ】

～油を究めて幸せを創る～
おいしさデザイン企業へ

※画像は昨年度のもの
　です。
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関
係
者
）と
の
対
話
を
想
定
し
た
冊
子

で
す
。読
者
の
声
・
反
応
に
呼
応
す
る
仕
組
み
が
あ

る
た
め
、そ
の
声
が
大
き
く
な
れ
ば
な
る
ほ
ど
企

業
の
活
動
が
さ
ら
に
深
化
し
て
い
き
ま
す
。企
業

は
、そ
う
い
っ
た
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
声
を
と

て
も
大
切
に
考
え
て
い
る
の
で
す
。

ま
た
、取
り
組
み
に
共
感
し
た
企
業
の
製
品
を

購
入
す
る
と
い
う
形
の
応
援
方
法
も
あ
り
ま
す
。

売
り
上
げ
が
業
績
を
左
右
す
る
ほ
ど
に
な
れ
ば
、

企
業
は
自
分
の
め
ざ
す
方
向
性
に
自
信
を
も
ち
、

取
り
組
み
が
さ
ら
に
拡
が
っ
て
い
く
こ
と
が
期
待

で
き
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、市
民
と
し
て
消
費
者
と
し
て
、す

ぐ
に
で
も
参
加
で
き
る
社
会
活
動
が
あ
る
こ
と
を

ぜ
ひ
覚
え
て
お
い
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、す
べ
て
の
人
に
該
当
す
る
わ
け
で
は
あ
り

ま
せ
ん
が
、投
資
家
と
な
り
応
援
し
た
い
企
業
の
株

式
を
購
入
す
る
と
い
う
方
法
も
あ
り
ま
す
。S
R
I

（
社
会
的
責
任
投
資
）と
い
わ
れ
る
投
資
方
法
で
、

欧
米
の
投
資
家
に
は
メ
ジ
ャ
ー
な
投
資
方
法
と

な
っ
て
い
ま
す
。応
援
し
た
い
企
業
に
投
資
す
る
こ

と
で
、資
本
面
か
ら
企
業
の
活
動
を
支
え
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。最
近
は
、こ
う
い
っ
た
側
面
か
ら
投
資

先
を
選
定
す
る
ケ
ー
ス
が
増
え
て
い
ま
す
。

報
告
書
の

活
用
方
法

報
告
書
は
読
む
だ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。立
場
に
よ
っ
て
い
く
つ
か
の
活
用
方
法

が
あ
り
ま
す
。ま
た
、企
業
と
し
て
は
、意
見
や
感
想
を
返
し
て
も
ら
う
こ
と
が

次
の
ア
ク
シ
ョ
ン
の
ヒ
ン
ト
に
な
り
ま
す
。社
会
を
少
し
ず
つ
変
え
て
い
く
た
め

に
、「
活
用
」と
い
う
視
点
を
持
っ
て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
。

企
業
研
究

就
職
活
動

業
績・経
営
戦
略

投
資
の
参
考

誰
で
も
参
加
で
き
る
社
会
活
動

志
望
業
界
が
決
ま
っ
て
企
業
研
究
を
行
う
時
、

あ
る
い
は
国
内
の
膨
大
な
企
業
の
中
か
ら
志
望
企

業
を
決
め
か
ね
て
い
る
時
、C
S
R
関
連
の
報
告

書
は
と
て
も
有
益
な
情
報
源
と
な
り
ま
す
。

そ
れ
は
、報
告
書
が
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
※

な
ど
の
指

標
に
基
づ
い
て
制
作
さ
れ
て
い
る
た
め
、共
通
の

情
報
が
掲
載
さ
れ
る
こ
と
で
企
業
を
比
較
す
る
こ

と
が
で
き
る
か
ら
で
す
。ま
た
、報
告
書
の
基
本
的

な
目
的
が
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー（
利
害
関
係
者
）と

の
対
話
に
あ
る
た
め
、業
績
情
報
や
経
営
戦
略
、マ

イ
ナ
ス
情
報
ま
で
開
示
さ
れ
て
い
る
う
え
、人
材

育
成
や
人
事
制
度
、各
種
デ
ー
タ
ま
で
掲
載
さ
れ

て
い
ま
す
。つ
ま
り
、企
業
研
究
に
は
う
っ
て
つ
け

と
い
う
わ
け
で
す
。

単
純
に
、「
大
手
だ
か
ら
」「
業
績
が
良
い
か
ら
」

「
海
外
展
開
し
て
い
る
か
ら
」な
ど
と
い
う
表
面
的

な
理
由
だ
け
で
決
め
る
の
で
は
な
く
、グ
ロ
ー
バ

ル
な
社
会
に
お
い
て
、ど
の
よ
う
な
姿
勢
で
事
業

を
行
っ
て
い
る
の
か
を
知
り
選
択
す
る
と
い
う
視

点
は
、今
後
さ
ら
に
必
要
と
な
る
で
し
ょ
う
。同
時

に
、社
会
活
動
に
力
を
入
れ
て
い
る
企
業
は
、そ
う

い
っ
た
こ
と
に
対
し
て
意
識
の
高
い
学
生
と
の
出

会
い
を
求
め
て
い
る
の
で
す
。少
し
視
野
を
広
げ

て
見
れ
ば
、自
分
自
身
も
共
に
成
長
で
き
る
環
境

を
見
つ
け
る
こ
と
が
で
き
る
で
し
ょ
う
。

ち
な
み
に
、C
S
R
関
連
の
報
告
書
は
、発
行
時

期
が
6
月
〜
9
月
に
ピ
ー
ク
を
迎
え
ま
す
。就
活

前
に
じ
っ
く
り
企
業
研
究
を
行
う
と
い
う
意
味
で

も
、最
適
な
媒
体
と
い
え
ま
す
。

学
生
な
ら
就
活
に
役
立
て
よ
う

食
料
品

事業を通じて持続可能な社会の発展に貢献する
ことをめざすコカ・コーラボトラーズジャパン。共
創価値（CSV）の理念を基に、「健康・環境・コミュ
ニティ」を推進。

【コカ･コーラ ボトラーズジャパン株式会社】

共創価値（CSV）の理念を基に
「健康・環境・コミュニティ」を推進

食
料
品

創始者の「食を通じて社会に貢献する」という精神を受け継ぐキユーピー。
社会とともに成長するためのＣＳＲの基本的な考え方と重点課題を表明し、
ダイジェストではその課題解決ストーリーを掲載。

【キユーピー株式会社】

2019年に創立100周年。次の
100年も信頼される企業をめざす

食
料
品

エスビー食品のバリューチェーン全体でどのよう
に価値を生み出しているかを、事業プロセスごと
の具体的な事例とともに、SDGsのゴール、ＥＳＧの
アイコンを用いて分かりやすく紹介している。

【エスビー食品株式会社】

バリューチェーン全体で
価値を生み出すエスビー食品

食
料
品

2018年度から統合報告書を発行。2026ビジョン、
価値創造ストーリー、事業別中期経営計画、サス
テナビリティ等を掲載。特集では「研究・開発」と
「安全・安心な品質」を紹介している。

【明治ホールディングス株式会社】

明治グループは「食と健康」で
一歩先を行く価値を創り続けます

食
料
品

日本製粉グループのCSR活動を7つのCSR重要
課題ごとに紹介し、ダイジェスト版としてより簡潔
にまとめた本冊子。あわせて、詳細な情報が掲載
されたWeb版も必見！

【日本製粉株式会社】

日本製粉グループの掲げる7つの
CSR重要課題ごとに活動を紹介！

食
料
品

油の持つ様々な価値を徹底的に追求し、油の可
能性を拡げて「おいしさデザイン企業」を目指す
J-オイルミルズ。中・長期的な企業価値向上と社
会課題の解決に向けた様々な取り組みを掲載。

【株式会社J-オイルミルズ】

～油を究めて幸せを創る～
おいしさデザイン企業へ

※画像は昨年度のもの
　です。
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化
学

【日油株式会社】

日油グループは、バイオから
宇宙まで幅広い分野で新しい
価値を創造し、人と社会に貢
献している。このCSRレポー
トは、日油グループの環境お
よび社会への貢献活動につ
いて、理解を深められる報告
書だ。

バイオから宇宙まで、幅広い分野で
人と社会に貢献する

金
属
製
品

当社は創業以来大切にしてきた3つのこだわり
（「熱と暮らし」「品質」「現地社会への貢献」）に、
「環境」を加えた4つのテーマを掲げ、本業を通じ
たCSR活動をグループ全体で推進している。

【リンナイ株式会社】

「熱」を通じて「快適な暮らし」を
社会に提供するリンナイ

機
械

【株式会社タクマ】

タクマは燃焼技術を核として、
ごみ処理や水処理の技術な
ど様々な技術を生み出してい
る。本書では、環境、エネル
ギーの分野で新たな価値を
創造し、事業を通じた取り組
みを報告している。

燃焼技術を核として、環境・
エネルギーの分野で貢献する企業

電
気
製
品

本レポートでは、東京エレクトロンが果たすべき役
割や責任、社会課題の解決につながる活動など、
中長期的な企業価値向上および持続可能な社会
の発展に向けた取り組みを紹介している。

【東京エレクトロン株式会社】

最先端の技術と確かなサービスで、
夢のある社会の発展に貢献

ゴ
ム
製
品

特集では「飽くなき技術革新」「世界一の現場力」
などについて訴求。グループ報告書は、財務情報
や非財務情報を掲載し、非財務情報ではＣＳＲガイ
ドライン（ＧＥＮＫＩ）の区分ごとに取り組みを紹介。

【住友ゴム工業株式会社】

広く地域・社会に貢献し、期待され
信頼されるグローバル企業

金
属
製
品

「快適環境ソリューショングループ」として、時代に
先駆けた価値創出をめざすBXグループ。特集では、
社会貢献を見据えた製品づくりについて価値創造
の軌跡とステークホルダーの意見を紹介している。

【文化シヤッター株式会社】

時代に先駆けた価値創出をめざす
快適環境ソリューショングループ

卸
売
業

「人間貢献・社会貢献」の実現を目指し、創業45
周年を迎えたモスグループ。さらに成長していく
企業になるための取り組み「モスバーガー全店が
飲食店初のエコマーク認定を取得」などを特集。

【株式会社モスフードサービス】

「人間貢献・社会貢献」の実現を目指し、
さらに成長するモスグループ

機
械

【株式会社IHI】

創業165年。IHIは技術をもって
社会の発展に貢献します

総合重工メーカーの総合力をもって取り組む、「事業を通じた社会課題の解決」
を特集。事業を支える基盤であるESGの活動との両輪によって、将来にわたる
持続的な社会価値の創造を表現している。

建
設
業

「COMSYS Group CSR REPORT 2018」は、コムシスグループのCSR（企業の社会
的責任）に関する考え方と活動状況を、ステークホルダーに分かりやすく報告している
冊子。また、幅広く意見を求め、活動と開示の充実を図ることを目的として発行している。

【コムシスホールディングス株式会社】

多様性の活用を推進し、
持続可能な社会の実現に貢献

建
設
業

巻頭では新社長のCSRに対する考えと新中期経営計画を紹介。
「CSR報告書」から「サステナビリティレポート」に刷新し、CSR活
動への強化姿勢を示すとともに、長期的な視点に立つ安藤ハ
ザマのCSRに対する考え方や取り組みを、SDGｓと絡めて説明。

【安藤・ハザマ】

サステナブルな社会の実現へと
挑戦する安藤ハザマ

化
学

経営戦略・事業概況・経営体制に加え、特集記事
として社外取締役対談、研究開発と人財戦略、ＣＳ
Ｒの取り組みについて記載している。

【旭化成株式会社】

世界の人びとの“いのち”と
“くらし”に貢献する旭化成

卸
売
業

「食卓を笑顔に」「地域を豊かに」を、SDGsの「目
標12つくる責任つかう責任」「目標11住み続け
られるまちづくりを」にそれぞれ関連付け、コープ
みらいのさまざまな取り組みを紹介している。

【生活協同組合コープみらい】

食卓を豊かに、地域を豊かに。
誰からも頼られる生協へ

化
学

自動車用の発炎筒やロケットの固体推進薬原料を
取り扱うカーリットグループ。「モノづくりを通じた
CSR」を軸に８つのCSR活動方針を定め、各方針に
推進責任者を設置しCSR活動の推進を図っている。

【カーリットホールディングス株式会社】

2018年に創業100周年を迎えた
「限りなき挑戦」を続ける化学メーカー
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自動車用の発炎筒やロケットの固体推進薬原料を
取り扱うカーリットグループ。「モノづくりを通じた
CSR」を軸に８つのCSR活動方針を定め、各方針に
推進責任者を設置しCSR活動の推進を図っている。

【カーリットホールディングス株式会社】

2018年に創業100周年を迎えた
「限りなき挑戦」を続ける化学メーカー
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【株式会社日立物流】

CSR報告とアニュアルレポー
トを合本化したレポート。「安
全」「環境」などのCSR活動の
他、中期経営計画や「事故ゼ
ロ」社会を目指した共同研究、
CSR注力分野とSDGsとの関
連性についても説明している。

SDGsの達成に貢献するCSR注力分野を策定し、
CSRと経営の融合へ

用語集 報告書を読み進めるうえで難解と思われる言葉を用語集としてまとめています。
他にも用語集に入れてほしい単語がありましたら、編集部までお寄せください。

【IIRC】
International Integrated Reporting Council（国際統
合報告委員会）。2010年に、国際的な新たなディスクロー
ジャー（統合報告レポート）のフレームワークを開発するた
めに設立された。2013年12月、国際統合報告フレーム
ワーク（IIRCフレームワーク）を公表

【ISO14001】
国際標準化機構（ISO）による環境マネジメントシステムの
規格。組織の活動・製品およびサービスによって生じる環
境への影響を持続的に改善するためのシステムを構築し、
そのシステムを継続的に改善していくPDCAサイクルを構
築することが要求されている

【ISO26000】
国際標準化機構（ISO）が、組織の社会的責任に関して検
討しているガイドライン規格。社会的責任の７つの原則を
行動規範とし、7つの中核主題が提示されている

【ISO9001】
国際標準化機構（ISO）による品質マネジメントシステム
の規格。製品やサービスの品質保証を通じて、顧客満足
向上と品質マネジメントシステムの継続的な改善を実現
する

【ESG】
Environment Social Governance。日本語では「環境・
社会・ガバナンス（企業統治）」。ESG投資として、投資の新
たな評価項目としても注目されていて、企業にはESG情報
の開示が求められている

【SASB】
Sustainability Accounting Standards Board（米国サ
ステナビリティ会計基準審議会）。連邦会計基準審議会の
サステナビリティ版の開示促進を目指すもので、10のセク
ター、89の産業について独自に非財務情報の開示基準を
作る作業を手掛けている

【SDGs】
Sustainable Development Goals（持続可能な開発目
標）。2001年に策定されたミレニアム開発目標の後継とし
て国連で定められた、2016年から2030年までの国際目
標。新たに17ゴール・169ターゲットからなる

【SRI】
社会的責任投資。企業投資の際、財務面だけでなく環境や
社会への対応なども考慮して投資先を決定する投資手法

【FSC】
Forest Stewardship Council（森林管理協議会）。木材
を生産する世界の森林と、その森林から切り出された木
材の流通や加工のプロセスを認証する国際機関。この認
証は、森林の環境保全に配慮し、地域社会の利益にかな
い、経済的にも継続可能な形で生産された木材に与えら
れる

【オクトパスモデル】
IIRC（国際統合報告評議会）のフレームワークで表現され
る、組織の「価値創造プロセス」の全体像

【ガイドライン対照表】
GRIやISO26000などのガイドラインを指標とし報告書制
作した際、そのガイドラインと掲載ページを対照している
表のこと

【環境会計】
事業活動で環境保全にかかったコストと、その活動から得
た効果を定量的に把握すること

【グリーン調達】
環境負荷の低い物品・サービスを優先調達したり、有害化
学物質の不使用や削減をめざし、環境への影響が少ない
製品を優先的に購入すること

【グローバル・コンパクト】
1999年1月に開催された「世界経済フォーラム年次総会」

（ダボス会議）において、当時の国連アナン事務総長が提
唱したもの。企業が社会のよき一員として行動するよう促
し、持続可能な成長の実現をめざす取り組み。グローバ
ル・コンパクトに参加する企業に対し、人権・労働権・環境・
腐敗防止に関する10原則を遵守し、実践するよう要請し
ている

【コーポレートガバナンス】
企業統治。経営の効率性や経営の公正さをチェックする
仕組み。マネジメント（運営）、内部統制（内部管理・監督）、
監査（内部監査・外部監査）など

【コーポレート・ガバナンスコード】
「コーポレートガバナンス（企業統治）」の強化を、官民あげ
て実行する上での規範。「コード」は規則を意味するが、細
則の規定集ではなく原則を示したもの。2015年6月から
適用

【COP】
Conference of the Parties（国連気候変動枠組条約締
約国会議）。1997年「京都議定書」で2020年までの目標
が定められた。2015年のCOP21では、2020年以降の新
たな枠組みを示す「パリ協定」が採択された

【コンプライアンス】
法令遵守。法律や規則などに違反せず、遵守すること

【サプライチェーン】
原料調達から供給活動（開発・調達・生産・輸送・保管・販
売）における全プロセスのつながり。サプライチェーンの環
境配慮が進むことで、産業全体の環境配慮を進める効果
が期待されている

【CSV（共有価値の創造）】
Creating Shared Value（共有価値の創造）。社会問題の
解決と企業利益の向上を両立させ、社会的価値と経済的
価値の両立による共通の価値を創り出すという概念や取
り組みのこと。2011年にハーバード大学のマイケル・E・
ポーター教授が提唱した

【GRI】
Global Reporting Initiative。オランダに本部を置く国
際機関で、サステナビリティ（持続可能性）報告書制作のた
めの国際的なガイドラインを発行している。2016年10
月、新たな規準「GRIスタンダード」を発表。モジュール化と
いう新たな体裁で構成されている。

【重点課題】
企業ごとに、それぞれ関連する課題にフォーカスして戦略
を決定・報告するために設定されるもの。マテリアリティと
もいう。IIRC、SASB、およびGRIで捉え方に違いがある

【ステークホルダー】
企業を取り巻く利害関係者。株主、社員、取引先、お客様、
監督官庁、金融機関、地域社会など多岐にわたる

【ステークホルダーダイアログ】
多様なステークホルダーと企業が対話をすること。持続可
能な社会の構築に向け、その意見を経営に反映させるこ
とが求められる

【3R】
廃棄物削減に対する考え方で、リデュース（減らす）、リユー
ス（繰り返し使う）、リサイクル（再資源化）の3つの頭文字
からつくられた言葉

【生物多様性】
生物の様々な姿・形・生活様式などを総合的に指す概念
で、ハーバード大学の教授エドワード・Ｏ・ウィルソンが
1988年に造語。生態系の多様性、種の多様性、遺伝的多
様性の3つの階層で捉えられ、それぞれの保全が必要とさ
れている

【第三者意見】
報告書の客観性を担保するために掲載される、外部有識
者のコメント

【第三者監査】
外部監査の方法のひとつで、商業上、契約上独立した機関
による審査のこと。通常、マネジメントシステム規格の認証
機関による審査を指す。組織のマネジメントシステムが、
指定された規格に従って文書化され、実行されているかを
審査

【知的財産】
無形のもの、特に思索による成果・業績を認め、その表現
や技術などの功績と権益を保証するために与えられる財
産権のこと。発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物、商
標・商号、営業秘密、有用な技術上・営業上の情報などが
該当する

【DJSI】
Dow Jones Sustainability indexの略語。スイスの投
資運用およびアドバイス会社であるRobecoSAMが、米
国ダウ・ジョーンズと共同で1999年に開発した株式指数
のこと。 投資信託会社等がSRIファンドなどを設定する際
のベンチマークとして幅広く利用されている

【トリプルボトムライン】
経済（財務）的側面だけではなく、環境的側面、社会的側面
を視野に入れ、環境や社会のサステナビリティ（持続可能
性）を高める、という考え方

【内部統制】
業務の有効性・効率性、財務諸表の信頼性、関連法規の遵
守、資産の保全を達成するために、その組織の内部におい
て適用されるルールや業務プロセスを整備し運用するこ
と。またその結果確立されたシステムのこと

【日本版スチュワードシップ・コード】
英国スチュワードシップ・コードを参考に、2014年2月金
融庁によって制定された「責任ある機関投資家」の諸原則
のこと。機関投資家が投資先企業に対し、建設的な対話

（エンゲージメント）を行うことを通じ、企業価値の向上や
持続的成長を促すもの。最終受益者の中長期投資リター
ンの拡大を図っている

【バウンダリ】
意味は境界線。GRIガイドラインG4で「特定されたマテリ
アルな側面とバウンダリ」として求められているもの。自社
にとって重要な課題が、組織内・組織外のどこで影響を及
ぼしているのかを開示することを意味する

【バリューチェーン】
価値連鎖。プロセスごとに価値（バリュー）を付加し、連鎖
の総体によって結果、最終消費者へ価値を提供し、企業も
また利益を得る考え方

【PDCAサイクル】
管理業務を円滑に進める手法の一つ。Plan（計画）→Do

（実行）→Check（評価）→Act（改善）の４段階を繰り返す
ことによって、業務を継続的に改善する

【マテリアルバランス】
企業の事業活動におけるエネルギーおよび資源の投入量

（インプット）と、その活動に伴って発生した製品および環
境負荷物質（アウトプット）をあらわしたもの

【モーダルシフト】
貨物の輸送手段を、より環境負荷の小さい輸送手段に転
換すること。モーダルシフトを進めることにより、CO2排
出量が抑制されるほか、省エネ、環境汚染物質の排出抑
制、道路の渋滞緩和にもつながる

【リスクマネジメント】
企業経営には製造物責任、機密漏洩、災害リスク、戦争、内
乱、為替変動、情報漏洩・顧客情報漏洩など、数多くのリス
クが潜んでいる。こういったリスクの発生を未然に防ぐよ
う努力し、リスクが実際に発生した時は被害を最小限にと
どめる施策

陸
運
業

事業の根幹である「安全・品質」を中心に、様々な企
業活動を担当者の声とともに、結果だけでなく目
標やプロセスもあわせて紹介。将来に向け社外有
識者からの期待や提言、SDGsも取り上げている。

【日本通運株式会社】

グローバルロジスティックス企業
日本通運グループ

サ
ー
ビ
ス
業

クレハは中期経営目標として「ＣＳＲ経営の推進」
を掲げている。報告書では、グループの価値創造
や、特集として社会的な課題解決の視点から主要
製品の提供する解決策を紹介している。

【株式会社クレハ】

エクセレント・カンパニーをめざし、
挑戦し続けるクレハ。

サ
ー
ビ
ス
業

【東日本高速道路株式会社】

NEXCO東日本レポート2018

CSR BOOK
高速道路事業を活かしたCSR活動の3つ
の重要課題「地域社会の活性化」、「交通
安全の推進」、「環境保全」の取り組みを
SDGsとともにコンパクトにまとめ、わかり
やすく伝えている。

NEXCO東日本グループの高速道路事業
や、高速道路事業を通じた社会の持続的な
発展へ向けての取り組みをはじめ、「地域を
つなぎ、地域とつながる」をキーワードにす
すめているCSR活動を紹介。

～地域をつなぎ、地域とつながる～
NEXCO東日本の地域と連携したCSR

陸
運
業

                                         本レポートでは“Make the Sustainable Growth”
（持続可能な成長をめざして）というスローガンのもと、経営トップのメッセージ、３つの
基本方針に基づいた環境の取り組みのほか、グループの取り組みなどを紹介。

【東京急行電鉄株式会社】

東急電鉄のサステナブルな経営

サ
ー
ビ
ス
業

「社業を通じ、社会に貢献する」という企業理念
に基づくセコムのCSRを“特集”、“社会課題を解
決する戦略的CSR”、“信頼構築のための基盤的
CSR”という3つの切り口からまとめている。

【セコム株式会社】

変わりゆく社会に、変わらぬ安心を。
変わり続けるセコム
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トを合本化したレポート。「安
全」「環境」などのCSR活動の
他、中期経営計画や「事故ゼ
ロ」社会を目指した共同研究、
CSR注力分野とSDGsとの関
連性についても説明している。

SDGsの達成に貢献するCSR注力分野を策定し、
CSRと経営の融合へ

用語集 報告書を読み進めるうえで難解と思われる言葉を用語集としてまとめています。
他にも用語集に入れてほしい単語がありましたら、編集部までお寄せください。

【IIRC】
International Integrated Reporting Council（国際統
合報告委員会）。2010年に、国際的な新たなディスクロー
ジャー（統合報告レポート）のフレームワークを開発するた
めに設立された。2013年12月、国際統合報告フレーム
ワーク（IIRCフレームワーク）を公表

【ISO14001】
国際標準化機構（ISO）による環境マネジメントシステムの
規格。組織の活動・製品およびサービスによって生じる環
境への影響を持続的に改善するためのシステムを構築し、
そのシステムを継続的に改善していくPDCAサイクルを構
築することが要求されている

【ISO26000】
国際標準化機構（ISO）が、組織の社会的責任に関して検
討しているガイドライン規格。社会的責任の７つの原則を
行動規範とし、7つの中核主題が提示されている

【ISO9001】
国際標準化機構（ISO）による品質マネジメントシステム
の規格。製品やサービスの品質保証を通じて、顧客満足
向上と品質マネジメントシステムの継続的な改善を実現
する

【ESG】
Environment Social Governance。日本語では「環境・
社会・ガバナンス（企業統治）」。ESG投資として、投資の新
たな評価項目としても注目されていて、企業にはESG情報
の開示が求められている

【SASB】
Sustainability Accounting Standards Board（米国サ
ステナビリティ会計基準審議会）。連邦会計基準審議会の
サステナビリティ版の開示促進を目指すもので、10のセク
ター、89の産業について独自に非財務情報の開示基準を
作る作業を手掛けている

【SDGs】
Sustainable Development Goals（持続可能な開発目
標）。2001年に策定されたミレニアム開発目標の後継とし
て国連で定められた、2016年から2030年までの国際目
標。新たに17ゴール・169ターゲットからなる

【SRI】
社会的責任投資。企業投資の際、財務面だけでなく環境や
社会への対応なども考慮して投資先を決定する投資手法

【FSC】
Forest Stewardship Council（森林管理協議会）。木材
を生産する世界の森林と、その森林から切り出された木
材の流通や加工のプロセスを認証する国際機関。この認
証は、森林の環境保全に配慮し、地域社会の利益にかな
い、経済的にも継続可能な形で生産された木材に与えら
れる

【オクトパスモデル】
IIRC（国際統合報告評議会）のフレームワークで表現され
る、組織の「価値創造プロセス」の全体像

【ガイドライン対照表】
GRIやISO26000などのガイドラインを指標とし報告書制
作した際、そのガイドラインと掲載ページを対照している
表のこと

【環境会計】
事業活動で環境保全にかかったコストと、その活動から得
た効果を定量的に把握すること

【グリーン調達】
環境負荷の低い物品・サービスを優先調達したり、有害化
学物質の不使用や削減をめざし、環境への影響が少ない
製品を優先的に購入すること

【グローバル・コンパクト】
1999年1月に開催された「世界経済フォーラム年次総会」

（ダボス会議）において、当時の国連アナン事務総長が提
唱したもの。企業が社会のよき一員として行動するよう促
し、持続可能な成長の実現をめざす取り組み。グローバ
ル・コンパクトに参加する企業に対し、人権・労働権・環境・
腐敗防止に関する10原則を遵守し、実践するよう要請し
ている

【コーポレートガバナンス】
企業統治。経営の効率性や経営の公正さをチェックする
仕組み。マネジメント（運営）、内部統制（内部管理・監督）、
監査（内部監査・外部監査）など

【コーポレート・ガバナンスコード】
「コーポレートガバナンス（企業統治）」の強化を、官民あげ
て実行する上での規範。「コード」は規則を意味するが、細
則の規定集ではなく原則を示したもの。2015年6月から
適用

【COP】
Conference of the Parties（国連気候変動枠組条約締
約国会議）。1997年「京都議定書」で2020年までの目標
が定められた。2015年のCOP21では、2020年以降の新
たな枠組みを示す「パリ協定」が採択された

【コンプライアンス】
法令遵守。法律や規則などに違反せず、遵守すること

【サプライチェーン】
原料調達から供給活動（開発・調達・生産・輸送・保管・販
売）における全プロセスのつながり。サプライチェーンの環
境配慮が進むことで、産業全体の環境配慮を進める効果
が期待されている

【CSV（共有価値の創造）】
Creating Shared Value（共有価値の創造）。社会問題の
解決と企業利益の向上を両立させ、社会的価値と経済的
価値の両立による共通の価値を創り出すという概念や取
り組みのこと。2011年にハーバード大学のマイケル・E・
ポーター教授が提唱した

【GRI】
Global Reporting Initiative。オランダに本部を置く国
際機関で、サステナビリティ（持続可能性）報告書制作のた
めの国際的なガイドラインを発行している。2016年10
月、新たな規準「GRIスタンダード」を発表。モジュール化と
いう新たな体裁で構成されている。

【重点課題】
企業ごとに、それぞれ関連する課題にフォーカスして戦略
を決定・報告するために設定されるもの。マテリアリティと
もいう。IIRC、SASB、およびGRIで捉え方に違いがある

【ステークホルダー】
企業を取り巻く利害関係者。株主、社員、取引先、お客様、
監督官庁、金融機関、地域社会など多岐にわたる

【ステークホルダーダイアログ】
多様なステークホルダーと企業が対話をすること。持続可
能な社会の構築に向け、その意見を経営に反映させるこ
とが求められる

【3R】
廃棄物削減に対する考え方で、リデュース（減らす）、リユー
ス（繰り返し使う）、リサイクル（再資源化）の3つの頭文字
からつくられた言葉

【生物多様性】
生物の様々な姿・形・生活様式などを総合的に指す概念
で、ハーバード大学の教授エドワード・Ｏ・ウィルソンが
1988年に造語。生態系の多様性、種の多様性、遺伝的多
様性の3つの階層で捉えられ、それぞれの保全が必要とさ
れている

【第三者意見】
報告書の客観性を担保するために掲載される、外部有識
者のコメント

【第三者監査】
外部監査の方法のひとつで、商業上、契約上独立した機関
による審査のこと。通常、マネジメントシステム規格の認証
機関による審査を指す。組織のマネジメントシステムが、
指定された規格に従って文書化され、実行されているかを
審査

【知的財産】
無形のもの、特に思索による成果・業績を認め、その表現
や技術などの功績と権益を保証するために与えられる財
産権のこと。発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物、商
標・商号、営業秘密、有用な技術上・営業上の情報などが
該当する

【DJSI】
Dow Jones Sustainability indexの略語。スイスの投
資運用およびアドバイス会社であるRobecoSAMが、米
国ダウ・ジョーンズと共同で1999年に開発した株式指数
のこと。 投資信託会社等がSRIファンドなどを設定する際
のベンチマークとして幅広く利用されている

【トリプルボトムライン】
経済（財務）的側面だけではなく、環境的側面、社会的側面
を視野に入れ、環境や社会のサステナビリティ（持続可能
性）を高める、という考え方

【内部統制】
業務の有効性・効率性、財務諸表の信頼性、関連法規の遵
守、資産の保全を達成するために、その組織の内部におい
て適用されるルールや業務プロセスを整備し運用するこ
と。またその結果確立されたシステムのこと

【日本版スチュワードシップ・コード】
英国スチュワードシップ・コードを参考に、2014年2月金
融庁によって制定された「責任ある機関投資家」の諸原則
のこと。機関投資家が投資先企業に対し、建設的な対話

（エンゲージメント）を行うことを通じ、企業価値の向上や
持続的成長を促すもの。最終受益者の中長期投資リター
ンの拡大を図っている

【バウンダリ】
意味は境界線。GRIガイドラインG4で「特定されたマテリ
アルな側面とバウンダリ」として求められているもの。自社
にとって重要な課題が、組織内・組織外のどこで影響を及
ぼしているのかを開示することを意味する

【バリューチェーン】
価値連鎖。プロセスごとに価値（バリュー）を付加し、連鎖
の総体によって結果、最終消費者へ価値を提供し、企業も
また利益を得る考え方

【PDCAサイクル】
管理業務を円滑に進める手法の一つ。Plan（計画）→Do

（実行）→Check（評価）→Act（改善）の４段階を繰り返す
ことによって、業務を継続的に改善する

【マテリアルバランス】
企業の事業活動におけるエネルギーおよび資源の投入量

（インプット）と、その活動に伴って発生した製品および環
境負荷物質（アウトプット）をあらわしたもの

【モーダルシフト】
貨物の輸送手段を、より環境負荷の小さい輸送手段に転
換すること。モーダルシフトを進めることにより、CO2排
出量が抑制されるほか、省エネ、環境汚染物質の排出抑
制、道路の渋滞緩和にもつながる

【リスクマネジメント】
企業経営には製造物責任、機密漏洩、災害リスク、戦争、内
乱、為替変動、情報漏洩・顧客情報漏洩など、数多くのリス
クが潜んでいる。こういったリスクの発生を未然に防ぐよ
う努力し、リスクが実際に発生した時は被害を最小限にと
どめる施策
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事業の根幹である「安全・品質」を中心に、様々な企
業活動を担当者の声とともに、結果だけでなく目
標やプロセスもあわせて紹介。将来に向け社外有
識者からの期待や提言、SDGsも取り上げている。

【日本通運株式会社】

グローバルロジスティックス企業
日本通運グループ

サ
ー
ビ
ス
業

クレハは中期経営目標として「ＣＳＲ経営の推進」
を掲げている。報告書では、グループの価値創造
や、特集として社会的な課題解決の視点から主要
製品の提供する解決策を紹介している。

【株式会社クレハ】

エクセレント・カンパニーをめざし、
挑戦し続けるクレハ。

サ
ー
ビ
ス
業

【東日本高速道路株式会社】

NEXCO東日本レポート2018

CSR BOOK
高速道路事業を活かしたCSR活動の3つ
の重要課題「地域社会の活性化」、「交通
安全の推進」、「環境保全」の取り組みを
SDGsとともにコンパクトにまとめ、わかり
やすく伝えている。

NEXCO東日本グループの高速道路事業
や、高速道路事業を通じた社会の持続的な
発展へ向けての取り組みをはじめ、「地域を
つなぎ、地域とつながる」をキーワードにす
すめているCSR活動を紹介。

～地域をつなぎ、地域とつながる～
NEXCO東日本の地域と連携したCSR

陸
運
業

                                         本レポートでは“Make the Sustainable Growth”
（持続可能な成長をめざして）というスローガンのもと、経営トップのメッセージ、３つの
基本方針に基づいた環境の取り組みのほか、グループの取り組みなどを紹介。

【東京急行電鉄株式会社】

東急電鉄のサステナブルな経営

サ
ー
ビ
ス
業

「社業を通じ、社会に貢献する」という企業理念
に基づくセコムのCSRを“特集”、“社会課題を解
決する戦略的CSR”、“信頼構築のための基盤的
CSR”という3つの切り口からまとめている。

【セコム株式会社】

変わりゆく社会に、変わらぬ安心を。
変わり続けるセコム
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国公立図書館
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アフリカンアートでCSR!
アフリカンアートTINGATINGAでオリジナル商品やノベルティを
つくりませんか？グローバルな社会活動に手軽に参加できます。

https://www.brains-network.com/service/africa.php

「TINGA TINGA」
について

ティンガティンガは、タンザニア発のアフリカを代表す
るポップアートです。創始者エドワード・サイディ・ティ
ンガティンガの名に由来しており、工房には約100人
のアーティストが所属しています。私たち「一般社団法
人アフリカンアート支援機構」は、このアートを通じて
タンザニアの地場産業を応援し、雇用をつくることを
目的としています。企業や団体により支援のカタチは
さまざまです。ご希望に沿った企画をご提案いたしま
すので、まずはお気軽にご相談ください。

社内外へのCSR広報でお悩みでは
ありませんか？
CSR・環境活動に長年携わる、
当社独自の広報メニューを
ぜひご活用ください。

（現在664社の企業さまがご利用中）

ポップで目をひく

デザイン！

「エコ＆社会活動情報誌」の掲載内容について
掲載内容については、細心の注意を払い制作していますが、万一、
記載内容と実態に著しい差がある場合は、右記までご連絡ください。
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C S R 図 書 館.net で 報 告 書を読 もう！
667社4,231冊の報告書を掲載中！

図書館で

Webで

CSR図書館.netでは、
報告書を全国の図書
館・大学に寄贈して
います。ぜひ、探して
みてください。

Webで報告書を読むなら、CSR図書館.netがおすすめ！
約660社4200冊の報告書が掲載されていて検索機能も充実している
から、読みたいジャンルや気になる言葉で報告書が検索できます。これ
はと思った報告書を、実際に取り寄せることも可能です。『報告書請求』
から、無料で冊子を請求しましょう。

CSRご担当者さま

図書館寄贈
サービス

CSR Web
アンケート
サービス

CSR広報による
効果的な

企業ブランディングを
ご提案

1 2 3

一般社団法人 アフリカンアート支援機構

今すぐ検索！

くわしくは
こちらから


